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附則 

第１章 本市が行う介護保険 

（本市が行う介護保険） 

第１条 本市が行う介護保険については、法令に定めがあるもののほか、この条例の定める

ところによる。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、介護保険法（平成９年法律第123号。以下「法」

という。）、介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）及び介護
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保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行規則」という。）における用語

の意義によるものとする。 

第２章 介護認定審査会 

（設置） 

第３条 法第14条に規定する介護認定審査会として、長岡市・出雲崎町介護認定審査会（以

下「審査会」という。）を置く。 

（審査会の委員の定数） 

第４条 審査会の委員の定数は、189人とする。 

（委員の報酬） 

第５条 審査会の委員の報酬は、日額１万2,000円とする。ただし、当該委員が審査会の会

議において審査会の会長の職務を行う場合又は合議体（令第９条第１項に規定する合議体

をいう。）の会議において合議体の長の職務を行う場合は、日額１万5,000円とする。 

第３章 削除 

第６条及び第７条 削除 

第４章 保険料 

（保険料率） 

第８条 各年度における保険料率は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 令第39条第１項第１号に掲げる者 29,300円 

(2) 令第39条第１項第２号に掲げる者 44,000円 

(3) 令第39条第１項第３号に掲げる者 51,300円 

(4) 令第39条第１項第４号に掲げる者 62,300円 

(5) 令第39条第１項第５号に掲げる者 73,300円 

(6) 令第39条第１項第６号に掲げる者 87,900円 

(7) 令第39条第１項第７号に掲げる者 95,300円 

(8) 令第39条第１項第８号に掲げる者 102,600円 

(9) 令第39条第１項第９号に掲げる者で、地方税法（昭和25年法律第226号）第292条第

１項第13号に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）が250万円以上

350万円未満のもの 120,900円 

(10) 令第39条第１項第９号に掲げる者で、合計所得金額が350万円以上500万円未満の

もの 131,900円 
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(11) 令第39条第１項第10号に掲げる者 142,900円 

（基準額に乗ずる割合） 

第８条の２ 前条の保険料率を算定するため、令第39条第１項各号に規定する基準額に乗

ずる割合は、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める割合とす

る。 

(1) 令第39条第１項第１号に掲げる者 100分の40 

(2) 令第39条第１項第２号に掲げる者 100分の60 

(3) 令第39条第１項第３号に掲げる者 100分の70 

(4) 令第39条第１項第４号に掲げる者 100分の85 

(5) 令第39条第１項第５号に掲げる者 100分の100 

(6) 令第39条第１項第６号に掲げる者 100分の120 

(7) 令第39条第１項第７号に掲げる者 100分の130 

(8) 令第39条第１項第８号に掲げる者 100分の140 

(9) 令第39条第１項第９号に掲げる者で、合計所得金額が250万円以上350万円未満のも

の 100分の165 

(10) 令第39条第１項第９号に掲げる者で、合計所得金額が350万円以上500万円未満の

もの 100分の180 

(11) 令第39条第１項第10号に掲げる者 100分の195 

（基準所得金額） 

第８条の３ 令第39条第１項第６号イ、第７号イ、第８号イ及び第９号イに規定する市が

定める額は、次のとおりとする。 

(1) 令第39条第１項第６号イに規定する市が定める額 125万円 

(2) 令第39条第１項第７号イに規定する市が定める額 200万円 

(3) 令第39条第１項第８号イに規定する市が定める額 250万円 

(4) 令第39条第１項第９号イに規定する市が定める額 500万円 

（普通徴収に係る納期限等） 

第９条 法第131条に規定する普通徴収に係る保険料は、毎月末日までに納付しなければな

らない。ただし、12月の納期限については、同月28日とする。 

２ 次条の規定により保険料の額の算定を行ったときは、納期限を定め、これを当該第１号

被保険者又はその連帯納付義務者（法第132条第２項及び第３項に規定する者をいう。以

下同じ。）に通知しなければならない。 
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３ 前２項の規定において、納期限が民法（明治29年法律第89号）第142条に規定する休日、

土曜日又は12月29日、同月30日若しくは同月31日に当たるときは、これらの日の翌日を

もって納期限とする。 

４ 各納期限に納付すべき保険料額に100円未満の端数があるときはそれらの端数金額を、

各納期限に納付すべき保険料額が100円未満であるときはそれらの全額を、全て最初の納

期限に係る保険料額に合算するものとする。 

（賦課期日後において第１号被保険者の資格取得等があった場合） 

第10条 保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得した場合における当該第１号

被保険者に係る保険料の額の算定は、第１号被保険者の資格を取得した日の属する月から

月割りをもって行う。 

２ 保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を喪失した場合における当該第１号被保

険者に係る保険料の額の算定は、第１号被保険者の資格を喪失した日の属する月の前月ま

で月割りをもって行う。 

３ 保険料の賦課期日後に令第39条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金の受給

権を有するに至った者及び同号イの(1)に係る者を除く。）、ロ若しくはハ、第２号ロ、

第３号ロ、第４号ロ、第５号ロ又は第６号ロに該当するに至った第１号被保険者に係る保

険料の額は、当該該当するに至った日の属する月の前月まで月割りにより算定した当該第

１号被保険者に係る保険料の額と当該該当するに至った日の属する月から令第39条第１

項第１号から第６号までのいずれかに規定する者として月割りにより算定した保険料の

額の合算額とする。 

４ 前３項の規定により算定された当該年度における保険料の額に100円未満の端数が生

じる場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

（普通徴収の特例） 

第11条 保険料の額の算定の基礎に用いる市民税の課税若しくは非課税の別又は合計所得

金額が確定しないため当該年度分の保険料の額を確定することができない場合において

は、市長が別に定めるときを除き、その確定する日までの間において到来する各納期にお

いて徴収すべき保険料に限り、第１号被保険者について、次により普通徴収するものとす

る。ただし、100円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。 

(1) 前年度に賦課されている保険料がある第１号被保険者である場合においては、その

者の前年度最終保険料率を12で除して得た額（市長が必要と認める場合においては、

当該除して得た額の範囲内において市長が定める額） 
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(2) 前年度中に資格を取得した者で、前年度に賦課されている保険料がない第１号被保

険者である場合においては、第８条第５号に掲げる額を12で除して得た額（市長が必

要と認める場合においては、当該除して得た額の範囲内において市長が定める額） 

２ 前項の規定により保険料を賦課した場合において、当該保険料の額が当該年度分の確定

した保険料の額に満たないこととなるときは、その不足額を徴収し、既に徴収した保険料

の額が当該年度分の確定した保険料の額を超えることとなるときは、その過納額を還付し、

又は当該第１号被保険者の未納に係る徴収金に充当する。 

（普通徴収の特例に係る保険料額の修正の申出等） 

第12条 前条第１項の規定により保険料を賦課した場合において、当該年度分の保険料の

額が次の各号のいずれかに該当するときは、同項の規定により保険料を普通徴収されるこ

ととなる者は、同項の規定により徴収される保険料の額について、次条の規定による通知

を受けた日から30日以内に市長にその修正を申し出ることができる。 

(1) 前年度分の保険料の額の２分の１に相当する額に満たないこととなると認められる

とき。 

(2) 前年度分の保険料の額の２倍に相当する額を超えることとなると認められるとき。 

２ 前項の規定による修正の申出があった場合において、当該申出について相当の理由があ

ると認められるときは、市長は、当該年度分の保険料の額の見積額を基礎として、前条第

１項の規定により徴収する保険料の額を修正しなければならない。 

（保険料の額の通知） 

第13条 市長は、保険料の額が定まったときは、速やかにこれを第１号被保険者又はその

連帯納付義務者に通知しなければならない。その額に変更があったときも、同様とする。 

（督促） 

第14条 市長は、保険料の納付義務者（法第132条の規定により普通徴収に係る保険料の納

付義務を負う者をいう。以下同じ。）が納期限までに保険料を納付しないときは、納期限

後20日以内に期限を指定して督促状を発しなければならない。この場合において、督促

状により指定すべき期限は、督促状を発する日から起算して10日以上を経過した日でな

ければならない。 

（督促手数料） 

第15条 前条の規定により督促状を発したときは、督促状１通について100円の督促手数料

を徴収する。ただし、やむを得ない理由があると認められる場合においては、この限りで

ない。 
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（延滞金） 

第16条 保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を納付する場合においては、当該

納付金額に、その納期限の翌日から納付の日までの期間の日数に応じ、当該納付金額が

2,000円以上であるときは、当該納付金額（その額に1,000円未満の端数があるときは、

その端数を切り捨てた額）に年14.6パーセント（当該納期限の翌日から３月を経過する日

までの期間については、年7.3パーセント）の割合を乗じて得た金額（その額に100円未

満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）に相当する延滞金を加算して納付しな

ければならない。ただし、延滞金の額が1,000円未満である場合においては、この限りで

ない。 

２ 前項に規定する年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、365日当たり

の割合とする。 

３ 市長は、保険料の納付義務者が納期限までに保険料を納付しなかったことについて、や

むを得ない事由があると認める場合においては、第１項の延滞金を減免することができる。 

（保険料の減免及び徴収猶予） 

第17条 市長は、天災その他特別の理由があると認めたときは、保険料を減免し、又はそ

の徴収を猶予することができる。 

２ 市長は、第８条第２号又は第３号に規定する区分に該当する者について、その者の属す

る世帯の世帯主その他の当該世帯に属する者の収入等の状況を勘案し、特にその生活が困

窮していると認めるときは、保険料を減額することができる。 

（保険料に関する申告） 

第18条 第１号被保険者は、毎年度６月30日まで（保険料の賦課期日後に第１号被保険者

の資格を取得した者は、当該資格を取得した日から15日以内）に、第１号被保険者本人

の所得状況及びその者の属する世帯の世帯主その他その世帯に属する者の市民税の課税

の有無その他市長が必要と認める事項を記載した申告書を市長に提出しなければならな

い。ただし、当該第１号被保険者本人及びその者の属する世帯の世帯員の前年中の所得に

つき地方税法第317条の２第１項の申告書（当該第１号被保険者本人及びその者の属する

世帯の世帯員の全てが同項に規定する給与所得以外の所得又は公的年金等に係る所得以

外の所得を有しなかった者である場合には、同法第317条の６第１項又は第４項の給与支

払報告書又は公的年金等支払報告書）が市長に提出されている場合においては、この限り

でない。 

第５章 雑則 
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（証明手数料） 

第19条 介護保険に関する証明の請求があったときは、証明書を交付しなければならない。

この場合において、証明手数料として１件につき250円を徴収する。 

（委任） 

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

第６章 罰則 

第21条 本市は、第１号被保険者が法第12条第１項本文の規定による届出をしないとき（同

条第２項の規定により当該第１号被保険者の属する世帯の世帯主から届出がなされたと

きを除く。）、又は虚偽の届出をしたときは、その者に対し、10万円以下の過料に処す

る。 

第22条 本市は、法第30条第１項後段、法第31条第１項後段、法第33条の３第１項後段、

法第34条第１項後段、法第35条第６項後段、法第66条第１項若しくは第２項又は法第68

条第１項の規定により被保険者証の提出を求められてこれに応じない者に対し、10万円

以下の過料に処する。 

第23条 本市は、第１号被保険者、第１号被保険者の配偶者若しくは第１号被保険者の属

する世帯の世帯主又はこれらであった者が正当な理由なしに、法第202条第１項の規定に

より文書その他の物件の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は同項の規定に

よる当該職員の質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたときは、10万円以下

の過料に処する。 

第24条 本市は、偽りその他不正の行為により保険料その他法の規定による徴収金（法第

150条第１項に規定する納付金及び法第157条第１項に規定する延滞金を除く。）の徴収

を免れた者に対し、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額以下の過料に処する。 

第25条 第21条から前条までに規定する過料の額は、情状により、市長が定める。 

２ 第21条から前条までに規定する過料を徴収する場合において発する納額告知書に指定

すべき納期限は、その発付の日から起算して10日以上を経過した日とする。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

（長岡市・山古志村介護認定審査会条例の廃止） 

第２条 長岡市・山古志村介護認定審査会条例（平成11年長岡市条例第21号）は、廃止す

る。 
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（介護認定審査会に関する経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の長岡市・山古志村介護認定審査会条例第１条の規定によ

り置かれた長岡市・山古志村介護認定審査会は、第３条の規定により置かれた審査会とな

り、同一性をもって存続するものとする。 

（平成12年度及び平成13年度における保険料率の特例） 

第４条 平成12年度における保険料率は、第８条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる

第１号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 令第38条第１項第１号に掲げる者 4,500円 

(2) 令第38条第１項第２号に掲げる者 6,700円 

(3) 令第38条第１項第３号に掲げる者 9,000円 

(4) 令第38条第１項第４号に掲げる者 11,200円 

(5) 令第38条第１項第５号に掲げる者 13,400円 

２ 平成13年度における保険料率は、第８条の規定にかかわらず、次の各号に掲げる第１

号被保険者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 令第38条第１項第１号に掲げる者 13,400円 

(2) 令第38条第１項第２号に掲げる者 20,100円 

(3) 令第38条第１項第３号に掲げる者 26,900円 

(4) 令第38条第１項第４号に掲げる者 33,600円 

(5) 令第38条第１項第５号に掲げる者 40,300円 

（平成12年度及び平成13年度における普通徴収に係る納期限等の特例） 

第５条 第９条第１項の規定にかかわらず、平成12年度の普通徴収に係る保険料は、平成

12年10月以後、毎月末日までに納付しなければならない。ただし、同年12月の納期限に

ついては、同月28日とする。 

２ 次条及び附則第７条の規定により保険料の額の算定を行ったときは、納期限を定め、こ

れを当該第１号被保険者又はその連帯納付義務者に通知しなければならない。 

３ 平成13年度においては、平成13年10月から平成14年３月までに納付すべき保険料の額

は、平成13年４月から同年９月までに納付すべき保険料の額に２を乗じて得た額とする

ことを基本とする。 

（平成12年度及び平成13年度における普通徴収の特例） 

第６条 保険料の賦課期日後に第１号被保険者の資格を取得し、又は喪失した場合における

当該第１号被保険者に係る保険料の額は、第10条第１項及び第２項の規定にかかわらず、
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平成12年度においては、平成12年度を通じて被保険者資格を有していたとした場合の保

険料額（次条において「平成12年度通年保険料額」という。）を６で除して得た額に、

平成12年10月から平成13年３月までの間において被保険者資格を有する月数（当該被保

険者資格を取得した日が属する月を含み、当該被保険者資格を喪失した日が属する月を除

く。以下この条において同じ。）を乗じて得た額とし、平成13年度においては、次に掲

げる額の合算額とする。 

(1) 平成13年度を通じて被保険者資格を有していたとした場合の保険料額（以下「平成

13年度通年保険料額」という。）を18で除して得た額に、平成13年４月から同年９月

までの間において被保険者資格を有する月数を乗じて得た額 

(2) 平成13年度通年保険料額を９で除して得た額に、平成13年10月から平成14年３月ま

での間において被保険者資格を有する月数を乗じて得た額 

第７条 保険料の賦課期日後に令第38条第１項第１号イ（同号に規定する老齢福祉年金の

受給権を有するに至った者及び同号イの(1)に係る者を除く。以下この条において同じ。）、

ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロに該当するに至った第１号被保険者に係

る保険料の額は、第10条第３項の規定にかかわらず、平成12年度及び平成13年度におい

ては、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額とする。 

(1) 当該該当するに至った日が、平成12年４月２日から同年10月31日までの間である場

合 該当するに至った令第38条第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定

する者として支払うべき平成12年度通年保険料額 

(2) 当該該当するに至った日が、平成12年11月１日から平成13年３月31日までの間であ

る場合 令第38条第１項第１号イ、ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロ

に該当しなかったとした場合の平成12年度通年保険料額を６で除して得た額に平成12

年10月から当該該当するに至った日が属する月の前月までの月数を乗じて得た額及び

該当するに至った令第38条第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定する

者として支払うべき平成12年度通年保険料額を６で除して得た額に当該該当するに至

った日が属する月から平成13年３月までの月数を乗じて得た額の合算額 

(3) 当該該当するに至った日が、平成13年４月２日から同月30日までの間である場合 

該当するに至った令第38条第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定する

者として支払うべき平成13年度通年保険料額 

(4) 当該該当するに至った日が、平成13年５月１日から同年９月30日までの間である場

合 令第38条第１項第１号イ、ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロに該
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当しなかったとした場合の平成13年度通年保険料額を18で除して得た額に平成13年４

月から当該該当するに至った日が属する月の前月までの月数を乗じて得た額、該当する

に至った令第38条第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定する者として

支払うべき平成13年度通年保険料額を18で除して得た額に当該該当するに至った日が

属する月から平成13年９月までの月数を乗じて得た額及び該当するに至った令第38条

第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定する者として支払うべき平成13

年度通年保険料額に３分の２を乗じて得た額の合算額 

(5) 当該該当するに至った日が、平成13年10月１日から同月31日までの間である場合 

令第38条第１項第１号イ、ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロに該当し

なかったとした場合の平成13年度通年保険料額を３で除して得た額及び該当するに至

った令第38条第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定する者として支払

うべき平成13年度通年保険料額に３分の２を乗じて得た額の合算額 

(6) 当該該当するに至った日が、平成13年11月１日から平成14年３月31日までの間であ

る場合 令第38条第１項第１号イ、ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロ

に該当しなかったとした場合の平成13年度通年保険料額を３で除して得た額、令第38

条第１項第１号イ、ロ若しくはハ、第２号ロ、第３号ロ又は第４号ロに該当しなかった

とした場合の平成13年度通年保険料額を９で除して得た額に平成13年10月から当該該

当するに至った日が属する月の前月までの月数を乗じて得た額及び該当するに至った

令第38条第１項第１号から第４号までの規定のいずれかに規定する者として支払うべ

き平成13年度通年保険料額を９で除して得た額に当該該当するに至った日が属する月

から平成14年３月までの月数を乗じて得た額の合算額 

（平成13年度及び平成14年度における普通徴収の特例） 

第８条 平成13年度における第11条第１項の規定の適用については、同項第１号中「資格

月数」とあるのは「平成12年10月１日から平成13年３月31日までの間の資格月数」と、

同項第２号中「前年度の第８条第３号に掲げる額」とあるのは「附則第４条第１項第３号

に掲げる額」と、「12」とあるのは「６」とする。 

２ 平成14年度における第11条第１項の規定の適用については、同項第２号中「前年度の

第８条第３号に掲げる額」とあるのは、「附則第４条第２項第３号に掲げる額」とする。 

（延滞金の割合の特例） 

第９条 当分の間、第16条に規定する延滞金の年14.6パーセントの割合及び年7.3パーセン

トの割合は、同条の規定にかかわらず、各年の特例基準割合（当該年の前年に租税特別措
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置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセン

トの割合を加算した割合をいう。以下この条において同じ。）が年7.3パーセントの割合

に満たない場合には、その年（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）中

においては、年14.6パーセントの割合にあっては当該特例基準割合適用年における特例基

準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とし、年7.3パーセントの割合にあっては

当該特例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3パ

ーセントの割合を超える場合には、年7.3パーセントの割合）とする。 

附 則（平成12年12月25日条例第36号） 

この条例は、平成13年１月６日から施行する。 

附 則（平成13年12月26日条例第34号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成14年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の第３章の規定は、施行日の前日までに利用された短期入所サービス区分に係る

居宅サービス又はこれに相当するサービスに対する短期入所サービス区分に係る居宅介

護サービス費区分支給限度基準額又は居宅支援サービス費区分支給限度基準額について

は、なおその効力を有する。 

附 則（平成15年３月28日条例第19号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成15年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の第３章の規定は、この条例の施行の日前に行われた介護者支援事業については、

なおその効力を有する。 

３ 改正後の第８条から第８条の３までの規定及び第17条第２項の規定は、平成15年度分

の保険料から適用し、平成14年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

４ 平成15年度における改正後の第11条第１項第１号の規定の適用については、同号中「前

年度に」とあるのは「平成14年度に」と、「前年度最終保険料率を12で除して得た額」

とあるのは「平成14年度の最終保険料率が17,900円であるときは20,500円を、26,900円

であるときは31,900円を、35,800円であるときは45,500円を、44,800円であるときは

59,200円を、53,700円であるときは63,800円をそれぞれ12で除して得た額」とする。 

附 則（平成17年３月22日条例第53号） 
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この条例は、平成17年４月１日から施行する。 

附 則（平成17年12月28日条例第225号） 

この条例は、平成18年１月１日から施行する。 

附 則（平成18年３月30日条例第43号） 

改正 平成20年３月28日条例第14号 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成18年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 改正後の第８条から第８条の３まで、第10条第３項、第11条第１項第２号及び第

17条第２項の規定は、平成18年度分の保険料から適用し、平成17年度分までの保険料に

ついては、なお従前の例による。 

（平成18年度から平成20年度までにおける保険料率の特例） 

第３条 介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部を改正

する政令（平成18年政令第28号。次項並びに次条第１項及び第２項において「平成18年

介護保険等改正令」という。）附則第４条第１項第１号又は第２号に該当する第１号被保

険者の平成18年度の保険料率は、改正後の第８条の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成18年度分の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による市町村

民税（同法の規定による特別区民税を含むものとし、同法第328条の規定によって課す

る所得割を除く。以下同じ。）が課されていないものとした場合に同条第１号に該当す

るもの 30,200円 

(2) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成18年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第２号に該当するもの 33,700円 

(3) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成18年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第３号に該当するもの 40,200円 

(4) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（地方税法等の一部を改正する法律（平成17年法律第５号）附則第６条

第２項の適用を受ける者（以下この項において「第２項経過措置対象者」という。）に
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限る。）が平成18年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないものと

した場合に改正後の第８条第１号に該当するもの 35,200円 

(5) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第２項経過措置対象者に限る。）が平成18年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合に同条第２号に該当するもの 

38,700円 

(6) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第２項経過措置対象者に限る。）が平成18年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合に同条第３号に該当するもの 

45,300円 

(7) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第２項経過措置対象者に限る。）が平成18年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合に同条第４号に該当するもの 

55,300円 

２ 平成18年介護保険等改正令附則第４条第１項第３号又は第４号に該当する第１号被保

険者の平成19年度の保険料率は、改正後の第８条の規定にかかわらず、次の各号に掲げ

る第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成19年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第１号に該当するもの 40,200円 

(2) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成19年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第２号に該当するもの 42,200円 

(3) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成19年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第３号に該当するもの 45,300円 

(4) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（地方税法の一部を改正する法律附則第６条第４項の適用を受ける者（以

下この項において「第４項経過措置対象者」という。）に限る。）が平成19年度分の

地方税法の規定による市町村民税が課されていないものとした場合に改正後の第８条

第１号に該当するもの 50,300円 
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(5) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第４項経過措置対象者に限る。）が平成19年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合に同条第２項に該当するもの 

52,300円 

(6) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第４項経過措置対象者に限る。）が平成19年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合に同条第３項に該当するもの 

55,300円 

(7) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第４項経過措置対象者に限る。）が平成19年度分の地方税法の規定に

よる市町村民税が課されていないものとした場合に同条第４項に該当するもの 

60,300円 

３ 介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部を改正する

政令の一部を改正する政令（平成19年政令第365号）による改正後の介護保険法施行令及

び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部を改正する政令（この項及び次条第

３項において「新平成18年介護保険等改正令」という。）附則第４条第１項第５号又は

第６号に該当する第１号被保険者の平成20年度の保険料率は、改正後の第８条の規定に

かかわらず、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成20年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第１号に該当するもの 40,200円 

(2) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成20年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第２号に該当するもの 42,200円 

(3) 改正後の第８条第４号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員が平成20年度分の地方税法の規定による市町村民税が課されていないも

のとした場合に同条第３号に該当するもの 45,300円 

(4) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（新平成18年介護保険等改正令附則第４条第１項第５号に該当する者（以

下この項において「第５号該当者」という。）に限る。）が平成20年度分の地方税法

の規定による市町村民税が課されていないものとした場合に改正後の第８条第１号に
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該当するもの 50,300円 

(5) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第５号該当者に限る。）が平成20年度分の地方税法の規定による市町

村民税が課されていないものとした場合に同条第２号に該当するもの 52,300円 

(6) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第５号該当者に限る。）が平成20年度分の地方税法の規定による市町

村民税が課されていないものとした場合に同条第３号に該当するもの 55,300円 

(7) 改正後の第８条第５号に該当する者であって、その者の属する世帯の世帯主及びす

べての世帯員（第５号該当者に限る。）が平成20年度分の地方税法の規定による市町

村民税が課されていないものとした場合に同条第４号に該当するもの 60,300円 

（平成18年度から平成20年度までにおける基準額に乗ずる割合の特例） 

第４条 平成18年介護保険等改正令附則第４条第１項第１号又は第２号に該当する第１号

被保険者の平成18年度の基準額に乗ずる割合は、改正後の第８条の２の規定にかかわら

ず、次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 

(1) 前条第１項第１号に規定する者 100分の60 

(2) 前条第１項第２号に規定する者 100分の67 

(3) 前条第１項第３号に規定する者 100分の80 

(4) 前条第１項第４号に規定する者 100分の70 

(5) 前条第１項第５号に規定する者 100分の77 

(6) 前条第１項第６号に規定する者 100分の90 

(7) 前条第１項第７号に規定する者 100分の110 

２ 平成18年介護保険等改正令附則第４条第１項第３号又は第４号に該当する第１号被保

険者の平成19年度の基準額に乗ずる割合は、改正後の第８条の２の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 

(1) 前条第２項第１号に規定する者 100分の80 

(2) 前条第２項第２号に規定する者 100分の84 

(3) 前条第２項第３号に規定する者 100分の90 

(4) 前条第２項第４号に規定する者 100分の100 

(5) 前条第２項第５号に規定する者 100分の104 

(6) 前条第２項第６号に規定する者 100分の110 

(7) 前条第２項第７号に規定する者 100分の120 
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３ 新平成18年介護保険等改正令附則第４条第１項第５号又は第６号に該当する第１号被

保険者の平成20年度の基準額に乗ずる割合は、改正後の第８条の２の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 

(1) 前条第３項第１号に規定する者 100分の80 

(2) 前条第３項第２号に規定する者 100分の84 

(3) 前条第３項第３号に規定する者 100分の90 

(4) 前条第３項第４号に規定する者 100分の100 

(5) 前条第３項第５号に規定する者 100分の104 

(6) 前条第３項第６号に規定する者 100分の110 

(7) 前条第３項第７号に規定する者 100分の120 

（平成18年度から平成20年度までにおける普通徴収の特例の取扱い） 

第５条 平成18年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同

項第１号の規定中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成17年度最終保

険料率の算定において長岡市介護保険条例の一部を改正する条例（平成18年長岡市条例

第43号）による改正前の長岡市介護保険条例第８条第１号に掲げる者であるとされたも

のにあっては20,100円を、同条第２号に掲げる者であるとされたものにあっては35,200

円を、同条第３号に掲げる者であるとされたものにあっては50,300円を、同条第４号に

掲げる者であるとされたものにあっては65,400円を、同条第５号に掲げる者であるとさ

れたものにあっては70,400円を、同条第６号に掲げる者であるとされたものにあっては

83,000円を」とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、中之島町、越路町、三島町、山古志村及び小国町の編入に伴

う長岡市介護保険条例の適用の経過措置に関する条例（平成17年長岡市条例第54号）又

は和島村、寺泊町、栃尾市及び与板町の編入に伴う長岡市介護保険条例の適用の経過措置

に関する条例（平成17年長岡市条例第226号）の規定の適用を受けた者に対する平成18

年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同項第１号の規

定中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成17年度最終保険料率の算定

において介護保険法施行令及び介護保険の国庫負担金の算定等に関する政令の一部を改

正する政令（平成18年政令第28号）による改正前の令第38条第１項第１号に掲げる者で

あるとされたものにあっては20,100円を、同項第２号に掲げる者であるとされたものに

あっては35,200円を、同項第３号に掲げる者であるとされたものにあっては50,300円を、

同項第４号に掲げる者であるとされたものにあっては65,400円を、同項第５号に掲げる
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者であるとされたものにあっては70,400円を」とする。 

３ 平成18年度分の保険料について附則第３条第１項の規定の適用を受けた者に対する平

成19年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同項第１号

の規定中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成18年度最終保険料率の

算定において長岡市介護保険条例の一部を改正する条例（平成18年長岡市条例第43号）

附則第３条第１項第１号、第２号又は第３号の規定の適用を受けた者にあっては50,300

円を、同項第４号、第５号、第６号又は第７号の規定の適用を受けた者にあっては65,400

円を」とする。 

４ 平成19年度分の保険料について附則第３条第２項の規定の適用を受けた者に対する平

成20年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同項第１号

の規定中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成19年度最終保険料率の

算定において長岡市介護保険条例の一部を改正する条例（平成18年長岡市条例第43号）

附則第３条第２項第１号、第２号又は第３号の規定の適用を受けた者にあっては50,300

円を、同項第４号、第５号、第６号又は第７号の規定の適用を受けた者にあっては65,400

円を」とする。 

附 則（平成19年３月30日条例第33号） 

この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月28日条例第14号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月30日条例第16号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成21年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 改正後の第８条から第８条の３まで及び第11条第１項の規定は、平成21年度分の

保険料から適用し、平成20年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

（平成21年度から平成23年度までにおける保険料率の特例） 

第３条 平成21年度における保険料率は、改正後の第８条の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 改正後の第８条第１号に掲げる者 20,600円 

(2) 改正後の第８条第２号に掲げる者 25,800円 

(3) 改正後の第８条第３号に掲げる者 36,100円 
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(4) 改正後の第８条第４号に掲げる者 51,500円 

(5) 改正後の第８条第５号に掲げる者 61,800円 

(6) 改正後の第８条第６号に掲げる者 67,000円 

(7) 改正後の第８条第７号に掲げる者 72,100円 

(8) 改正後の第８条第８号に掲げる者 85,000円 

(9) 介護保険法施行令（平成10年政令第412号。以下「令」という。）附則第11条第１

項及び第２項に規定する者 43,800円 

２ 平成22年度における保険料率は、改正後の第８条の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

(1) 改正後の第８条第１号に掲げる者 21,100円 

(2) 改正後の第８条第２号に掲げる者 26,400円 

(3) 改正後の第８条第３号に掲げる者 36,900円 

(4) 改正後の第８条第４号に掲げる者 52,700円 

(5) 改正後の第８条第５号に掲げる者 63,300円 

(6) 改正後の第８条第６号に掲げる者 68,500円 

(7) 改正後の第８条第７号に掲げる者 73,800円 

(8) 改正後の第８条第８号に掲げる者 87,000円 

(9) 令附則第11条第３項において準用する同条第１項及び第２項に規定する者 44,800

円 

３ 平成23年度における令附則第11条第４項において準用する同条第１項及び第２項に規

定する第１号被保険者の保険料率は、改正後の第８条の規定にかかわらず、45,800円と

する。 

（平成21年度から平成23年度までにおける基準額に乗ずる割合の特例） 

第４条 前条の保険料率を算定するため平成21年度から平成23年度までにおいて令第39条

第１項各号に規定する基準額に乗ずる割合は、改正後の第８条の２の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める割合とする。 

(1) 前条第１項第１号又は同条第２項第１号に掲げる者 100分の40 

(2) 前条第１項第２号又は同条第２項第２号に掲げる者 100分の50 

(3) 前条第１項第３号又は同条第２項第３号に掲げる者 100分の70 

(4) 前条第１項第４号又は同条第２項第４号に掲げる者 100分の100 

(5) 前条第１項第５号又は同条第２項第５号に掲げる者 100分の120 
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(6) 前条第１項第６号又は同条第２項第６号に掲げる者 100分の130 

(7) 前条第１項第７号又は同条第２項第７号に掲げる者 100分の140 

(8) 前条第１項第８号又は同条第２項第８号に掲げる者 100分の165 

(9) 前条第１項第９号又は同条第２項第９号に掲げる者及び同条第３項に定める者 

100分の85 

（平成21年度から平成23年度までにおける賦課期日後における第１号被保険者の資格取

得等があった場合の特例の取扱い） 

第５条 平成21年度分の保険料に係る第10条第３項の規定の適用については、同項中「又

は第６号ロ」とあるのは「若しくは第６号ロ又は令附則第11条第２項」と、「第６号ま

で」とあるのは「第６号まで又は令附則第11条第２項」とする。 

２ 平成22年度分の保険料に係る第10条第３項の規定の適用については、同項中「又は第

６号ロ」とあるのは「若しくは第６号ロ又は令附則第11条第３項で準用する同条第２項」

と、「第６号まで」とあるのは「第６号まで又は令附則第11条第３項で準用する同条第

２項」とする。 

３ 平成23年度分の保険料に係る第10条第３項の規定の適用については、同項中「又は第

６号ロ」とあるのは「若しくは第６号ロ又は令附則第11条第４項で準用する同条第２項」

と、「第６号まで」とあるのは「第６号まで又は令附則第11条第４項で準用する同条第

２項」とする。 

（平成21年度から平成23年度までにおける普通徴収の特例の取扱い） 

第６条 平成21年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同

項第１号中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成20年度最終保険料率

の算定において長岡市介護保険条例の一部を改正する条例（平成21年長岡市条例第16号）

による改正前の長岡市介護保険条例第８条第１号に掲げる者であるとされた者にあって

は20,600円を、同条第２号に掲げる者であるとされた者にあっては25,800円を、同条第

３号に掲げる者であるとされた者にあっては36,100円を、同条第４号に掲げる者である

とされた者にあっては51,500円を、同条第５号に掲げる者であるとされた者にあっては

67,000円を、同条第６号に掲げる者であるとされた者にあっては72,100円を、同条第７

号に掲げる者であるとされた者にあっては85,000円を」とする。 

２ 平成22年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同項第

１号中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「第８条第１号に掲げる者である

とされた者にあっては21,100円を、同条第２号に掲げる者であるとされた者にあっては
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26,400円を、同条第３号に掲げる者であるとされた者にあっては36,900円を、同条第４

号に掲げる者であるとされた者にあっては52,700円を、同条第５号に掲げる者であると

された者にあっては63,300円を、同条第６号に掲げる者であるとされた者にあっては

68,500円を、同条第７号に掲げる者であるとされた者にあっては73,800円を、同条第８

号に掲げる者であるとされた者にあっては87,000円を、長岡市介護保険条例の一部を改

正する条例（平成21年長岡市条例第16号）附則第３条第２項第９号に規定する者である

とされた者にあっては44,800円を」とする。 

３ 平成23年度分の保険料に係る改正後の第11条第１項の規定の適用については、同項第

１号中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「第８条第１号に掲げる者である

とされた者にあっては21,600円を、同条第２号に掲げる者であるとされた者にあっては

27,000円を、同条第３号に掲げる者であるとされた者にあっては37,700円を、同条第４

号に掲げる者であるとされた者にあっては53,900円を、同条第５号に掲げる者であると

された者にあっては64,700円を、同条第６号に掲げる者であるとされた者にあっては

70,100円を、同条第７号に掲げる者であるとされた者にあっては75,500円を、同条第８

号に掲げる者であるとされた者にあっては89,000円を、長岡市介護保険条例の一部を改

正する条例（平成21年長岡市条例第16号）附則第３条第３項に規定する者であるとされ

た者にあっては45,800円を」とする。 

附 則（平成21年９月30日条例第44号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成22年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の規定による改正後の長岡市国民健康保険条例第20条の４第１項の規定、改

正後の長岡市介護保険条例第16条第１項の規定及び改正後の長岡市後期高齢者医療に関

する条例第７条第１項の規定は、それぞれ施行日以後に納期限の到来する国民健康保険の

保険料、介護保険の保険料又は後期高齢者医療の保険料に係る延滞金について適用し、施

行日前に納期限の到来するこれらの保険料に係る延滞金については、なお従前の例による。 

附 則（平成24年３月30日条例第27号） 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成24年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 改正後の第８条から第８条の３まで及び第17条第２項の規定は、平成24年度分の
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保険料から適用し、平成23年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

（平成24年度から平成26年度までにおける賦課期日後における第１号被保険者の資格取

得等があった場合の特例の取扱い） 

第３条 平成24年度から平成26年度までの保険料に係る第10条第３項の規定の適用につい

ては、同項中「又は第６号ロ」とあるのは「、第６号ロ又は令附則第16条第２項若しく

は令附則第17条第２項」と、「第６号まで」とあるのは「第６号まで又は令附則第16条

第２項若しくは令附則第17条第２項」とする。 

（平成24年度における普通徴収の特例の取扱い） 

第４条 平成24年度分の保険料に係る第11条第１項の規定の適用については、同項第１号

中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成23年度最終保険料率の算定に

おいて長岡市介護保険条例の一部を改正する条例（平成24年長岡市条例第27号）による

改正前の長岡市介護保険条例第８条第１号に掲げる者であるとされたものにあっては

27,800円を、同条第２号に掲げる者であるとされたものにあっては34,700円を、同条第

３号に掲げる者であるとされたものにあっては48,600円を、同条第４号に掲げる者であ

るとされたものにあっては69,500円を、同条第５号に掲げる者であるとされたものにあ

っては83,400円を、同条第６号に掲げる者であるとされたものにあっては90,300円を、

同条第７号に掲げる者であるとされたものにあっては97,300円を、同条第８号に掲げる

者であるとされたものにあっては114,600円を、長岡市介護保険条例の一部を改正する条

例（平成21年長岡市条例第16号）附則第３条第３項に規定する者であるとされたものに

あっては59,100円を」とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、川口町の編入に伴う長岡市介護保険条例の適用の経過措置に

関する条例（平成22年長岡市条例第44号。以下「経過措置条例」という。）の規定の適

用を受けた者に対する平成24年度分の保険料に係る第11条第１項の規定の適用について

は、同項第１号の規定中「その者の前年度最終保険料率を」とあるのは、「平成23年度

最終保険料率の算定において経過措置条例第３条第３項第１号に掲げる者であるとされ

たものにあっては27,800円を、同条第２号に掲げる者であるとされたものにあっては

34,700円を、同条第３号に掲げる者であるとされたものにあっては48,600円を、同条第

４号に掲げる者であるとされたものにあっては69,500円を、同条第５号に掲げる者であ

るとされたものにあっては83,400円を、同条第６号に掲げる者であるとされたものにあ

っては97,300円を、同条第７号に掲げる者であるとされたものにあっては59,100円を」

とする。 
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附 則（平成25年12月26日条例第42号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年１月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

３ 改正後の長岡市介護保険条例附則第９条の規定は、延滞金のうち施行日以後の期間に対

応するものについて適用し、施行日前の期間に対応するものについては、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成27年３月31日条例第18号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成27年４月１日から施行する。ただし、次項（附則第３項に係る部分

に限る。）及び附則第３項の規定は、規則で定める日から施行する。 

（平成27年規則第30号で平成27年４月15日から施行） 

（経過措置） 

２ 改正後の第８条から第８条の３まで、第11条第１項第２号及び第17条第２項並びに次

項の規定は、平成27年度分の保険料から適用し、平成26年度分までの保険料については、

なお従前の例による。 

（平成27年度及び平成28年度における保険料率の特例） 

３ 平成27年度及び平成28年度における改正後の第８条第１号に掲げる者に係る保険料率

は、同号の規定にかかわらず、25,700円とする。 

（平成27年度から平成29年度までの間における賦課期日後において第１号被保険者の資

格取得等があった場合の特例の取扱い） 

４ 平成27年度から平成29年度までの保険料に係る第10条第３項の規定の適用については、

同項中「ハ」とあるのは「ニ」と、「又は第６号ロ」とあるのは「、第６号ロ、第７号ロ、

第８号ロ又は第９号ロ」と、「第６号まで」とあるのは「第９号まで」とする。 

（平成27年度における普通徴収の特例の取扱い） 

５ 平成27年度分の保険料に係る第11条第１項の規定の適用については、同項第１号中「そ

の者の前年度最終保険料率」とあるのは、「平成26年度の最終保険料率の算定において

長岡市介護保険条例の一部を改正する条例（平成27年長岡市条例第18号）による改正前

の長岡市介護保険条例第８条第１号及び第２号に掲げる者であるとされたものにあって

は25,700円を、同条第３号に掲げる者であるとされたものにあっては51,300円を、同条

第４号に掲げる者であるとされたものにあっては73,300円を、同条第５号に掲げる者で
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あるとされたものにあっては87,900円を、同条第６号に掲げる者であるとされたものに

あっては95,300円を、同条第７号に掲げる者であるとされたものにあっては102,600円を、

同条第８号に掲げる者であるとされたものにあっては120,900円を、同条第９号に掲げる

者であるとされたものにあっては131,900円を、同条第10号に掲げる者であるとされたも

のにあっては142,900円を、同条第11号に掲げる者であるとされたものにあっては44,000

円を、同条第12号に掲げる者であるとされたものにあっては62,300円」とする。 

 


